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2014年 6月に赤道ギニアの首都マラボで開催されたアフリカ連合（African Union: AU）総会に
て、国際人道法違反行為に関与した者に対して管轄権を行使することが可能な地域的な刑事裁判
所の設置文書（Protocol on Amendments to the Protocol on the Statute of the African Court of Justice and 
Human Rights（Malabo Protocol）: マラボ議定書）が成立した。1990年代以降、国連安全保障理事
会の決議によって設置されたアド・ホックな国際刑事法廷や国連または地域機構と受入国政府と
の同意によって設置されたハイブリッド刑事裁判所、また 2002年からローマ規程に基づき活動を


















ると捉えることも可能である。だが、2017年 1月の AU総会で ICCに対する脱退戦略と題した文
書（Withdrawal Strategy Document）2が成立しており、両者の関係性が改善されたような兆しは未
だ見受けられない。 
 本稿はこれらの事象を考察するために、アフリカと ICC との関係性に着目して、AU で検討が
進められてきた地域的な刑事裁判所の設置議論を紐解く作業を行う。問題意識で示したように、
ここでは ICCと対峙してきた個別の国家を中心に考察を進めるわけではなく、ICCとの関係性に
                                                        
1 これまでに設置されてきた国際的な裁判所についての議論は藤井［2016a］を、ハイブリッド刑事法廷設置に向
けた具体的な事例についての議論は藤井［2016b］を参照。 
2 本文書は Human Rights Watchのウェブサイトにて閲覧可能 
 （https://www.hrw.org/sites/default/files/supporting_resources/icc_withdrawal_strategy_jan._2017.pdf, 2019年 5月 17日
アクセス）。 
司法および人権アフリカ裁判所設置議論の変容 
63 アフリカレポート 2019年 No.57 
 











ACJHR設置に向けた議定書は新旧ふたつ存在している。ひとつは、2008年 7月 1日第 11回 AU
総会で成立した ACJHR設置議定書（2008年議定書）であり、もうひとつは 2008年議定書を改定
し 2014年に成立したマラボ議定書である。そして、それぞれで構想された ACJHRは異なる特徴
を持っている。最も大きな違いは、2008 年議定書で構想された ACJHR には、ジェノサイド罪、
人道に対する犯罪および戦争犯罪に関する規定が設けられていないことがあげられる。それは、
2008 年に議論された時の ACJHR の目的が人および人民の権利に関するアフリカ裁判所（African 
Court on Human and Peoples' Rights：ACHPR）3と、AU制定法第 18条に規定されながら活動に至っ












ダルフールの事態を ICCに付託した［UN 2005］。スーダンの事態に対し、2008年 7月に ICC検
察局は初めて現職の国家元首（バシール：Omar al-Bashīr）に対する逮捕状を請求し、これを受け
2009 年 3 月にバシールへの逮捕状が発布された。つまり、同じ 2009 年から始まった AU 委員会
                                                        
3 ACHPRの議定書は、1998年 6月 10日に採択され、2004年 1月 25日に発効した。現在までに同議定書を批准
した国は AU加盟国中 30カ国である。 
4 アフリカ連合司法裁判所は、AU 制定法に関する国家間の紛争に対し管轄権を有することが予定されており、
2003年 7月 11日に議定書が採択され 16カ国が批准したことで、2009年 2月 11日に発効したが活動開始には
至っていない。 
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［Clark 2018; 藤井 2016a］。このため、アフリカ諸国は、一方で重大犯罪に取り組む必要性は認識














要に迫られることとなり、第 2 節でその特徴を明らかにするが ICC 代替メカニズムとしての
ACJHR設置構想を推し進めていくことになる。 
以上の背景事情から ICC とアフリカ諸国との亀裂によって ACJHR をめぐる議論が進捗したこ
とに疑いはない。しかし、国際人道法違反行為に対し、アフリカのメカニズムを構築して対処し
ようとする試み自体は、これまでも検討されてきた［Knottnerus and Volder 2016］。最初に地域的な
刑事裁判所が議論されたのは、AU の前身でもあったアフリカ統一機構に加盟していたアフリカ
                                                        
5 現在までに、ICCから逮捕状が発布されていたオングウェン（Dominic Ongwen）が唯一 2015年 1月に中央アフ
リカにて米国を中心とした多国籍部隊に確保され、その後 ICCに移送されている。 
6 同様の傾向は南スーダンでのハイブリッド刑事法廷設置議論でも見受けられる［藤井 2016b］。 
7 ケニアでの司法介入についての詳細は、津田［2016］および Fujii［2015］を参照。 
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判所の必要性を過去の経験から強く認識している者達もいるのである。確かに ACJHR を ICC へ
の対抗措置としてのみ捉えるのは過度に単純化しすぎてしまい適切ではない［Knottnerus and 
Volder 2016, 382］。近年も AUで 2007年に採択され、2012年 2月に発効した「民主主義、選挙お











ACHPR に重大犯罪の管轄権を付与するという AU委員会での検討は、ACJHR の事項的管轄権
を拡大させマラボ議定書に反映されることとなった。2014 年 6 月の成立以降、マラボ議定書は、
様々な面で注目を集めている。まず、マラボ議定書の成立によって、起草過程ではほとんど公開
されてこなかった ACJHRの設立に向けた手続きとその全体像が見えてきた 9。マラボ議定書第 16
条 1項によれば、一般部 10、人権および人民の権利部ならびに国際刑事法部の 3つの部門によっ
て ACJHRは構成される。ACJHRは、ACHPRが人権問題のみを扱ってきたことと比較しても様々
                                                        
8 しかし、結果として国際社会はアパルトヘイトに対する司法的介入を実施していない。 













ボ議定書第 28 条 A）。これは、ICC よりも広い事項的管轄権を有する点で、国際刑事法の対象犯
罪の拡大を促すことが指摘されている［稲角 2016, 2］。他方で、同議定書第 46条 A bisは、現職
の国家元首および政府高官への訴追免除を認めている。これは、ICC が公的資格に関係なく訴追


































エのムガベ（Robert Gabriel Mugabe）元大統領は、幾度と ICCを批判しながらアフリカ大陸にアフ









実、AU全体の 2019年度予算は約 6億 8千万米ドルであったが、このうち AU加盟国による負担
は 42％にあたる約 2億 8千万米ドルであり、国際社会からの支援によって残り 58％の約 4億米ド
ルが拠出されることが予定されている［AU 2018］。なお、ACHPRに当てられている年間予算は、
上記全体予算の中からの約 1千 400万米ドルである。当然に ACHPRよりも ACJHRは広範な管轄
権を持ち、かつ検察局、弁護局、被害者ユニットおよび矯正担当のユニットを新たに設ける必要
があるため、施設ならびに人的な経費が ACHPR よりもかなり増えることが見込まれる。だが、
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図のもとで運用されるのではないかと否定的な見解が国際的な人権 NGO を中心に指摘されてき
た［Amnesty International 2014］。しかし、近年は ACJHRに対し、以下三つの理由に基づき前向き
な見解を示す論考が多いように見受けられ、これ故に、形だけの裁判所としての ACJHRを支持し
てきた国々はマラボ議定書への批准を躊躇している。第一に、現職の国家元首および政府高官に








同第 46条 A bisのみを取り上げて、アフリカにおける地域的な刑事訴追の全体の計画を軽視して
はならないとの主張はもっともであろう［Knottnerus and Volder 2016, 387］。 
第二に、ICCと ACJHRとの間で実質的な協力関係を構築することが可能であるとの主張も存在




正に活動することが前提ではあるが、ICC と AU との間に公式な協力関係を樹立できる可能性が
低くても、検察官同士の裁量権を効果的に遂行することにより、両裁判所の管轄権内の犯罪につ
いて実務上補い合う関係を構築することができる余地は十分にある。 














                                                        
11 2017年 3月 8日、筆者によるマラウイ法務省で実施した同省高官 Pacharo Kayira氏へのインタビュー。 
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12 結果的に脱退手続きが完了したのはブルンジのみであった（2017年 11月に脱退）。 
13 国内の司法制度との関係で分析を試みた文献として藤井［2018］。なお、2017年 2月 22日に南アフリカの高等
裁判所が、議会の承認を得ず ICC からの脱退手続きを行ったことは憲法違反であるとの判決を下したため、同
国政府は ICCへの脱退通告を取り下げ、翌 3月に ICCからの脱退法案を国会に提出することも一旦取りやめる
ことを明らかにした。 
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ーマ規程第 27 条など、ICC の根幹をなすような規定の改正に向けた試みは一見すれば ICC 加盟
国からの支持を得られないようにも思えるものの、ICC の法規改正の試みは、2013 年 11 月の第
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